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1 R８.6.16 R８.7.1
○（渋谷区〇－〇－〇）に係る防火対象物使用（変更）届出書その１（平成１２年８月１０日
渋谷消防署恵比寿出張所第２１号）の鑑並びに平面図及び立面図

15 ● ● ●

（７条２号）
当該公文書の一部は、特定の個人を識別することはできない
が、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれ
がある
ため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

2 R８.6.15 R８.7.1
〇（渋谷区〇－〇－〇）に係る竣工時の防火対象物使用開始届出書の断面図

0 ●
当該公文書は届出の事実がなく実施機関で取得していないた
め、存在しない。

東京消防庁
予防部予防課

3 R８.6.16 R８.7.1

〇（練馬区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成４年８月１０日　練馬消防署予防課第４０６
　５号）
２　防火対象物使用（変更）届出書その２（消防用設備等）（平成４年８月１９日　練馬消防
　署予防課第４０２９号）
３　防火対象物使用（変更）届出書その２（消防用設備等）（平成４年８月１９日　練馬消防
　署予防課第４０３０号）
４　防火対象物使用（変更）届出書その３（電気設備）（平成４年８月２６日　練馬消防署予
　防課第４０６０号）

32 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、特定の個人を識別することはできないが、公にす
ることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるた
め。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

4 R８.6.24 R８.7.1

〇（港区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２３年２月２８日　芝消防署予防課
　第２１７９号
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２３年２月２８日　芝消防署予防課
　第２１７６号）
３　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２３年２月２５日　芝消防署予防課
　第２１５２号）

17 ●
東京消防庁
予防部予防課

5 R８.6.16 R８.7.1

下記の救急活動記録の開示を請求いたします。
開示請求対象
２０２５年１２月〇日に、〇が世田谷区の〇から〇へ救急搬送された事案に関し、東京消防庁
が保有する次の記録の開示を請求します。
１．救急活動記録
２．救急出場報告書その他救急隊の活動経過が記載された記録
３．１１９番通報受信記録
４．１１９番通報音声記録（存在する場合）
５．指令記録及び指令票
６．医療機関への申し送り内容が記載された記録
７．上記事案に関して作成されたその他一切の救急活動関係記録
対象日時：２０２５年１２月〇日 搬送先：〇

0 ● ●

当該開示請求に係る公文書が存在しているか否かを答えるだけ
で、東京都情報公開条例第７条第２号に規定する特定の個人を
識別することができる情報を開示することとなるため、同条例
第１０条に基づき、当該公文書の存否を明らかにせず不開示と
する。

東京消防庁総務
部総務課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

6 R８.6.16 R８.7.1
救急活動記録の開示請求
２０２５年１２月〇日〇時から〇時頃の間に〇が〇に救急搬送された件について

0 ●

当該開示請求に係る公文書が存在するか否かを答えるだけで、
東京都情報公開条例第７条第２号に規定する特定の個人を識別
することができる情報を開示することとなるため、同条例第１
０条に基づき、当該公文書の存否を明らかにせず不開示とす
る。

東京消防庁救急
部救急管理課

7 R８.6.18 R８.7.1
町田消防署町田第１救急の救急出場（令和８年６月〇日午前〇時〇分覚知）に関する様式第３
５号小隊活動記録票（活動情報）、様式第３６号傷病者記録票（基本情報）、様式第３６号の
２傷病者記録票（観察処置情報）及び様式第３６号の３傷病者記録票（病院選定情報）

1 ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で、特定の個人を識別することができるもの
（他の情報と照合することにより、　特定の個人を識別するこ
とができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別す
ることはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利
益を害するおそれがあるため。

東京消防庁救急
部救急管理課

8 R８.5.19 R８.7.2 東京消防庁が保有する全ての車両の緊急援助隊登録状況 6 ●
東京消防庁警防
部警防課

9 R８.5.19 R８.7.2 東京消防庁保有車両内訳（令和８年４月１日現在） 38 ●
東京消防庁装備
部装備課

10 R８.6.22 R８.7.2 江戸川区〇丁目〇番〇号に存する少量危険物貯蔵取扱所に関する届出書類 0 ●
当該公文書は、実施機関では取得しておらず、又は、既に文書
保存期間が経過し廃棄されているため、存在しない。

東京消防庁予防
部危険物課

11 R８.6.19 R８.7.2

⑴　〇(千代田区〇丁目〇番〇号)に係る消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書(令和
６年２月１５日６麴予(報)第１１６７号)(２１枚)
⑵　〇(千代田区〇丁目〇番〇号)に係る消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書(令和
６年２月１５日６麴予(報)第１１６８号)(２８枚)

49 ● ●

（７条３号）
事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にするこ
とにより、当該事業を営む個人の競争上又は事業運営上の地位
その他社会的な地位が損なわれると認められるものであるた
め。

東京消防庁予防
部査察課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

12 R８.6.16 R８.7.3

〇（新宿区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用開始届出書（令和３年９月８日　新宿消防署予防課防火安全対策係第１２７号）の平
面図
２　防火対象物使用開始届出書（令和元年９月２７日　新宿消防署予防課防火安全対策係第１５６号）の
平面図
３　防火対象物使用開始届出書（令和３年１１月１８日　新宿消防署予防課防火安全対策係第１９１号）
の平面図
４　防火対象物使用開始届出書（令和６年６月１４日　新宿消防署予防課防火安全対策係第３９号）の平
面図
５　防火対象物使用開始届出書（令和５年２月３日　新宿消防署予防課防火安全対策係第２１２号）の平
面図
６　防火対象物使用開始届出書（令和２年１月９日　新宿消防署予防課防火安全対策係第２４０号）の平
面図
７　防火対象物使用開始届出書（平成３０年４月１１日　新宿消防署予防課防火安全対策係第６号）の平
面図
８　防火対象物使用開始届出書（令和６年８月６日　新宿消防署予防課防火安全対策係第８３号）の平面
図
９　防火対象物使用（変更）届出書（消防用設備等）（昭和４９年３月７日　淀橋消防署予防課第９５
号）の平面図
10　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成１９年１０月３１日　新宿消防署受付第２６３
号）の平面図
11　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（令和３年９月９日　新宿消防署予防課防火安全対策
係第１３６号）の平面図
12　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２９年１０月６日　新宿消防署予防課防火
安全対策係（設）第２１５号）の平面図
13　防火対象物使用（変更）届出書その２（消防用設備等）（昭和４８年８月２５日　淀橋消防署予防課
第３４６号）の系統図

25 ●
東京消防庁
予防部予防課

13 R８.6.16 R８.7.3

〇（〇新宿区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　消防用設備等設置届出書（平成１４年１０月２日　新宿消防署予防課第１４－１０４５号）の平面図
２　消防用設備等設置届出書（平成１４年１０月３日　新宿消防署予防課第１４－１０４８号）の平面図
３　防火対象物使用開始届出書（平成２５年８月２２日　新宿消防署予防課防火安全対策係第７２号）
　の平面図
４　防火対象物使用開始届出書（平成３０年１月２６日　新宿消防署予防課防火安全対策係第１４１
　号）の平面図

4 ● ●

（７条４号）
この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や窃盗等
の犯罪の実行を容易にするなど、使用者の安全を脅かすおそれ
があると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

14 R８.6.22 R８.7.3
〇（中野区〇－〇－〇）に係る防火対象物使用開始届出書（令和６年１０月２８日　中野消防
署予防課第１９５号）

1 ● ●

（７条２号）
当該公文書の届出者氏名並びに設計者、施工者及び副本受領者
の氏名、電話番号は、個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるため。

東京消防庁
予防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

15 R８.6.23 R８.7.1
〇（品川区〇－〇－〇）に係る消防用設備等着工届出書（平成１７年８月１２日　品川消防署
予防課第１７７号）の系統図及び平面図

3 ●
東京消防庁
予防部予防課

16 R８.6.17 R８.7.3

〇（小金井市〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用開始届出書（令和７年４月１６日　小金井消防署予防課第２０２５－１号）並び
　　に調査書（令和７年４月１６日７小金予（使）第７号）及び検査結果書（令和７年４月１６日７小
　　金予（使）第７号）
２　防火対象物工事等計画届出書（令和７年４月１日　小金井消防署予防課第２０２５－１号）及び
　　調査書（令和７年４月１日７小金予（工）第１号）
３　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（令和７年４月３０日　小金井消防署予防課第２
　　０２５－２２号）並びに調査書（令和７年４月３０日７小金予（設）第２２号）及び検査結果書
　　（令和７年４月３０日７小金予（設）第２２号）
４　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（令和７年５月８日　小金井消防署予防課第２０
　　２５－２８号）並びに調査書（令和７年４月３０日７小金予（設）第２８号）及び検査結果書（令
　　和７年４月３０日７小金予（設）第２８号）
５　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（令和７年５月８日　小金井消防署予防課第２０
　　２５－２９号）並びに調査書（令和７年５月８日７小金予（設）第２９号）及び検査結果書（令和
　　７年５月８日７小金予（設）第２９号）

71 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。
（７条４号）
この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用される
おそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課

17 R８.6.17 R８.7.3
〇（小金井市〇－〇－〇）の「〇」に係る、令和７年に届出された工事整備対象設備等着工届
出書及び消防用設備設置計画届出書 （調査書及び検査結果書含む）

0 ●
当該公文書は届出の事実がなく実施機関で取得していないた
め、存在しない。

東京消防庁
予防部予防課

18 R８.6.25 R８.7.3
〇（福生市〇－〇）に係る消防用設備等設置届出書（昭和５７年５月３１日　福生消防署予防課第１８４
号）の自動火災報知設備試験結果報告書

3 ● ● ●

（７条２号）
当該公文書の一部は、個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるため。
（７条４号）
当該文書の一部は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用
されるおそれがあるため、条例第７条第４号に該当する。

東京消防庁
予防部予防課
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19 R８.6.18 R８.7.6

〇（文京区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　消防用設備等設置届出書（平成１４年１月２１日　小石川消防署予防課第３３５号）の
　鑑、試験結果報告書、負荷設備概要表、姿図及び仕様表
２　消防用設備等着工届出書（平成１３年９月２６日　小石川消防署予防課第７３号）の鑑
　、概要表、仕様書、設計計算書、姿図及び性能評定書

48 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用
されるおそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課

20 R８.6.23 R８.7.6

〇（千代田区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
　１　消防用設備等設置届出書（昭和６３年４月１１日　神田消防署鍛冶町出張所第９号）
　　の平面図
　２　消防用設備等設置届出書（昭和６３年４月１１日　神田消防署鍛冶町出張所第８号）
　　の平面図

4 ● ●

（７条４号）
当該各公文書の１頁に記載されている平面図の一部は、公にす
ることにより、犯罪の実行を容易にするなど、使用者の安全を
脅かすおそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

21 R８.6.23 R８.7.6

〇（足立区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成４年３月１０日　足立消防署予防課第６０
　号）（案内図を除く。）
２　消防用設備等設置届出書（平成４年３月３１日　足立消防署予防課第１２６７号）

30 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、特定の個人を識別することはできないが、公にす
ることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるた
め。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、使用者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

22 R８.6.24 R８.7.6
〇（新宿区〇－〇－〇）に係る消防用設備等設置届出書（平成１６年１１月１８日　新宿消防
署西新宿出張所第１６－７７号）の平面図

6 ●
東京消防庁
予防部予防課

23 R８.6.25 R８.7.6 「07-10049　経年防火水槽再生設計その２」における当初金入り設計書 3 ●
東京消防庁防災
部水利課

24 R８.6.25 R８.7.6

〇（板橋区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
⑴　立入検査結果通知書（令和５年５月１９日交付）
⑵　立入検査結果通知書（令和５年５月２０日交付）

8 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるものであるため。
（７条３号）
この情報は、法人に関する情報であって、公にすることによ
り、当該法人等の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な
地位が損なわれると認められるものであるため。

東京消防庁予防
部査察課
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25 R８.6.2 R８.7.6 新宿区〇丁目の火災のデジタル消防無線の音声交信記録 0 ● ● ●

(7条2号)
個人に関する情報で特定の個人を識別することができ、公にす
ることにより個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（7条5号）
無線交信内容には時機を失しない部隊運用を含む組織的決定に
影響を与える情報であって、公にすることにより率直な無線交
信及び部隊運用を含む組織的決定が不当に損なわれるおそれが
あるもの。

東京消防庁警防
部総合指令室

26 R８.6.2 R８.7.6 渋谷区〇丁目の火災のデジタル消防無線の音声交信記録 0 ● ● ●

(7条2号)
個人に関する情報で特定の個人を識別することができ、公にす
ることにより個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（7条5号）
無線交信内容には時機を失しない部隊運用を含む組織的決定に
影響を与える情報であって、公にすることにより率直な無線交
信及び部隊運用を含む組織的決定が不当に損なわれるおそれが
あるもの。

東京消防庁警防
部総合指令室

27 R８.6.2 R８.7.6 新宿区〇丁目の火災のデジタル消防無線の音声交信記録 0 ● ● ●

(7条2号)
個人に関する情報で特定の個人を識別することができ、公にす
ることにより個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（7条5号）
無線交信内容には時機を失しない部隊運用を含む組織的決定に
影響を与える情報であって、公にすることにより率直な無線交
信及び部隊運用を含む組織的決定が不当に損なわれるおそれが
あるもの。

東京消防庁警防
部総合指令室

28 R８.6.5 R８.7.6 北区〇丁目の火災のデジタル消防無線の音声交信記録 0 ● ● ●

(7条2号)
個人に関する情報で特定の個人を識別することができ、公にす
ることにより個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（7条5号）
無線交信内容には時機を失しない部隊運用を含む組織的決定に
影響を与える情報であって、公にすることにより率直な無線交
信及び部隊運用を含む組織的決定が不当に損なわれるおそれが
あるもの。

東京消防庁警防
部総合指令室

29 R８.6.5 R８.7.6 杉並区〇丁目の救助活動事案のデジタル消防無線の音声交信記録 0 ● ● ●

(7条2号)
個人に関する情報で特定の個人を識別することができ、公にす
ることにより個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（7条5号）
無線交信内容には時機を失しない部隊運用を含む組織的決定に
影響を与える情報であって、公にすることにより率直な無線交
信及び部隊運用を含む組織的決定が不当に損なわれるおそれが
あるもの。

東京消防庁警防
部総合指令室
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30 R８.6.5 R８.7.6 港区〇丁目の火災のデジタル消防無線の音声交信記録 0 ● ● ●

(7条2号)
個人に関する情報で特定の個人を識別することができ、公にす
ることにより個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（7条5号）
無線交信内容には時機を失しない部隊運用を含む組織的決定に
影響を与える情報であって、公にすることにより率直な無線交
信及び部隊運用を含む組織的決定が不当に損なわれるおそれが
あるもの。

東京消防庁警防
部総合指令室

31 R８.6.9 R８.7.6 新宿区〇町の火災のデジタル消防無線の音声交信記録 0 ● ● ●

(7条2号)
個人に関する情報で特定の個人を識別することができ、公にす
ることにより個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（7条5号）
無線交信内容には時機を失しない部隊運用を含む組織的決定に
影響を与える情報であって、公にすることにより率直な無線交
信及び部隊運用を含む組織的決定が不当に損なわれるおそれが
あるもの。

東京消防庁警防
部総合指令室

32 R８.6.24 R８.7.6
〇（杉並区〇－〇－〇）に係る消防計画作成（変更）届出書一式（令和７年３月２２日６杉永
（防）第１７５号）

9 ● ● ●

（７条２号）氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の個人
を識別することができるものであるため。

（７条４号）住戸等に係る共用部分の情報は、侵入や窃盗等の
犯罪を容易にし居住者の安全を脅かすおそれがあるため。

東京消防庁予防
部防火管理課

33 R８.6.26 R８.7.7
〇（府中市〇－〇－〇）に係る屋内消火栓設備の消防用設備等設置届出書（新設）（府中消防
署保管文書）に添付された系統図及び平面図

9 ● ●
（７条２号）
当該公文書の部分は、個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるため。

東京消防庁
予防部予防課

34 R８.6.25 R８.7.7
〇（調布市〇－〇－〇）に係る消防用設備等設置届出書（平成３年２月２３日　調布消防署予
防課第６５４－１号）

13 ● ● ●

（７条２号）
当該公文書の一部は、特定の個人を識別することはできない
が、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれ
があるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課
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35 R８.6.16 R８.7.7

〇（大田区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　共同住宅等の消防用設備等特例適用申請書（平成４年５月２２日　大森消防署予防課第３
　５０号）
２　消防用設備等設置届出書（平成５年１月２１日　大森消防署予防課第２９号）
３　消防用設備等設置届出書（平成５年１月２１日　大森消防署予防課第３０号）

53 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、特定の個人を識別することはできないが、公にす
ることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるた
め。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

36 R８.7.1 R８.7.7

〇（台東区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用開始届出書（平成２８年５月２０日　上野消防署予防課第６９号）
２　防火対象物工事等計画開始届出書（平成２８年４月１４日　上野消防署予防課第１１号）
３　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２８年５月２４日　上野消防署予防
　課第１２７号）
４　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２８年５月２４日　上野消防署予防
　課第１２４号）
５　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２８年５月２４日　上野消防署予防
　課第１２５号）
６　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２８年５月２４日　上野消防署予防
　課第１２６号）

41 ●
東京消防庁
予防部予防課

37 R８.6.25 R８.7.7
⑴江戸川消防署小松川出張所庁舎（８）エアーコンディショナー改修工事
⑵小平消防署小川出張所（８）エアーコンディショナー改修工事
以上２件の金入り内訳書（諸経費計算書含む）

12 ●
東京消防庁
総務部施設課

38 R８.6.29 R８.7.7
⑴志村消防署髙島平出張所（８）空調設備増設工事
⑵東京消防庁荏原消防署小山出張所（仮称）庁舎（８）改築昇降機設備工事
以上２件の金入り内訳書（諸経費計算書含む）

18 ●
東京消防庁
総務部施設課

39 R８.7.2 R８.7.7 東京消防庁白山家族待機宿舎敷地地質調査の金入り内訳書及び特記仕様書 64 ●
東京消防庁
総務部施設課
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40 R８.5.7 R８.7.8
火災調査書類（令和８年２月２日７渋松第１６９号）のうち、火災調査書、現場見分調査書
（第１回）及び現場見分調査書（第２回）

35 ● ● ●

（７条２号）
　この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるものであるため。また、個人に関する情報で特定の個
人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。
（７条６号）
　この情報は、他に知られることはないという状況の下に任意
に得られた情報であり、公にすることにより、都民等からの火
災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集活動や
火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事務の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。また、当庁が行う火
災調査事務に関する情報であって、開示することにより、出火
原因を判定するための必要な事項が明らかとなり、火災関係者
等がそれを知っていた場合、出火原因の判定に不可欠な情報や
自己に不利益な情報を隠匿することなどが予想され、火災現場
の状況や関係者の証言等を基に出火原因を判定するという当該
事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あるため。

東京消防庁予防
部調査課

41 R８.5.11 R８.7.8
火災調査書類（令和８年３月３０日７渋予第６５６号）のうち、火災調査書及び出火建物・避
難状況等調査書

4 ● ● ●

（７条２号）
　この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるものであるため。また、個人に関する情報で特定の個
人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。
（７条６号）
　この情報は、他に知られることはないという状況の下に任意
に得られた情報であり、公にすることにより、都民等からの火
災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集活動や
火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事務の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。

東京消防庁予防
部調査課

42 R８.6.26 R８.7.9 〇（千代田区〇－〇－〇）の〇に係る防火対象物工事等計画届出書 0 ●
当該公文書は令和４年度に実施機関で取得したが保存期間を経
過し、廃棄済みであるため、存在しない。

東京消防庁
予防部予防課

43 R８.6.29 R８.7.9
年４月３日５中予（報）第１号)(３枚)

年３月３１日７中予（報）第１９１４号)(３枚)

6 ● ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することはできないが、
公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあ
るものであるため。
（７条４号）
公にすることにより、内部への侵入や窃盗等の犯罪の実行を容
易にし、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるため。

東京消防庁予防
部査察課
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44 R８.7.2 R８.7.9

⑴　〇(港区〇丁目〇番〇号)に係る立入検査結果通知書(平成２０年１月１８日交付)(３枚)
⑵　〇(港区〇丁目〇番〇号)に係る立入検査結果通知書(平成２０年１月１８日交付)(１枚)
⑶　〇(港区〇丁目〇番〇号)に係る立入検査結果通知書(平成２０年１月１８日交付)(１枚)
⑷　(港区〇丁目〇番〇号)に係る立入検査結果通知書(平成２０年１月１８日交付)(１枚)

6 ● ●

（７条３号）
この情報は、法人に関する情報であって、公にすることによ
り、当該法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地
位が損なわれると認められるものであるため。

東京消防庁予防
部査察課

45 R８.6.26 R８.7.9

〇（旧名称：〇）（千代田区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　消防計画作成（変更）届出書一式（令和５年１月３０日４麴予（防）第２５１５号）
２　消防計画作成（変更）届出書一式（令和５年３月３１日４麴予（防）第３０２０号）
３　消防計画作成（変更）届出書一式（令和５年８月１８日５麴予（防）第１５０４号）

42 ● ●
（７条２号）氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の個人
を識別することができるものであるため。

東京消防庁予防
部防火管理課

46 R８.6.30 R８.7.10
〇（台東区〇－〇－〇）に係る防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和４４年３月３日
浅草消防署予防課第１７号）

16 ●
東京消防庁
予防部予防課

47 R８.7.3 R８.7.10
東京消防庁火災予防規程事務処理要綱（令和３年３月２３日予防部長依命通達（改正令和７年
９月１８日訓令第７７号））

147 ●
東京消防庁
予防部予防課

48 R８.7.3 R８.7.10
〇（大田区〇－〇－〇）に係る防火対象物使用開始届出書（平成２９年９月２６日　大森消防
署山谷出張所第１９号）

14 ●
東京消防庁
予防部予防課

49 R８.6.30 R８.7.10
〇（中央区〇－〇－〇）に係る防火対象物使用開始届出書（令和７年９月８日　京橋消防署予
防課第２０２５－６０７号）の鑑

1 ● ●
（７条２号）
当該公文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるため。

東京消防庁
予防部予防課
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50 R８.6.29 R８.7.10

〇（渋谷区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用（変更）届出書（その１）（平成１７年２月４日　渋谷消防署予防課第８
６８号）
２　防火対象物使用（変更）届出書（その１）（平成１７年７月７日　渋谷消防署予防課第２
９０号）

20 ●
東京消防庁
予防部予防課

51 R８.7.2 R８.7.10 東京消防庁白山家族待機宿舎敷地地質調査の金入り内訳書及び特記仕様書 64 ●
東京消防庁
総務部施設課

52 R８.7.2 R８.7.10 西新井消防団第３分団本部ほか１か所敷地地質調査 18 ●
東京消防庁防災
部消防団課

53 R８.7.1 R８.7.10

〇（世田谷区〇－〇－〇）に係る、以下の公文書

４号）記載の改修計画書 0 ● 届出の事実がなく実施機関では取得しておらず、存在しない。
東京消防庁予防
部査察課

54 R８.6.19 R８.7.10 北区〇丁目の火災等出場隊一覧リスト 2 ●
東京消防庁警防
部総合指令室

55 R８.6.19 R８.7.10 北区〇丁目の火災等出場隊一覧リスト 2 ●
東京消防庁警防
部総合指令室

56 R８.7.3 R８.7.13
〇（新宿区〇－〇）に係る防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和４８年１１月２９日
四谷消防署予防課第２１２号）の平面図及び矩計図

6 ●
東京消防庁
予防部予防課
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57 R８.7.3 R８.7.13
〇（新宿区〇－〇）に係る防火対象物使用開始届出書及び消防同意調査書に添付されている立
面図

0 ●
当該公文書は届出の事実がなく実施機関で取得していないた
め、存在しない。

東京消防庁
予防部予防課

58 R８.6.29 R８.7.13
〇(中野区〇－〇－〇)に係る消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書(令和８年３月３
１日７中予（報）第１９１４号)(３１枚)

31 ● ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することはできないが、
公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあ
るものであるため。
（７条４号）
公にすることにより、内部への侵入や窃盗等の犯罪の実行を容
易にし、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるため。

東京消防庁予防
部査察課

59 R８.7.3 R８.7.13
〇(中野区〇丁目〇番〇号)に係る消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書(令和７年１
０月２２日７中予(報)第９８２号)(１８枚)

18 ● ●
（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるものであるため。

東京消防庁予防
部査察課

60 R８.7.8 R８.7.13
〇（大田区〇丁目〇番〇号）に係る消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書(令和４年
１２月１４日４大予(報)第１５０４号)

21 ●
東京消防庁予防
部査察課

61 R８.7.6 R８.7.13
〇（大田区〇－〇－〇）に係る自衛消防訓練通知書（令和７年８月２５日７調雪（衛）第６０
号）

1 ●
東京消防庁予防
部防火管理課
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62 R８.5.29 R８.7.14

次の地域で消防隊が従事した、ガス漏洩（ガス漏洩のおそれを含む。）事案に係る消防活動記
録（危険排除）のうち、現存する総括表、指揮活動記録及び小隊活動記録
該当地域：渋谷区〇一丁目、〇丁目、〇町、〇丁目、〇丁目、〇丁目、〇丁目、〇丁目、〇丁
目、〇丁目、〇丁目、〇丁目

97 ● ●

（７条２号）
特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ
り、なお個人の権利利益を害する恐れがあるため。

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもので
あり、かつ公にすることにより、なお個人の権利利益を害する
恐れがあるため。

東京消防庁警防
部特殊災害課

63 R８.6.26 R８.7.14
令和８年６月〇日（〇）に発生した千代田区〇－〇－〇で発生した水災に関する水防活動等結
果報告、被害状況等一覧表、水防活動状況表、出場経過、水防出場表、記録表及び写真貼付票

9 ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもので
あるため。

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるものであり、かつ公にすることにより、なお個人の権利
利益を害する恐れがあるため。

東京消防庁警防
部特殊災害課

64 R８.7.6 R８.7.14
〇（板橋区〇丁目〇番〇号）に係る消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書(令和８年
５月２６日８志志(報)第２７号)(１５枚)

15 ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することは
できないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害す
るおそれがあるものであるため。

東京消防庁予防
部査察課

65 R８.5.21 R８.7.14 火災調査書類（令和８年５月１２日８石予第１２号）のうち、火災調査書書 2 ● ● ●

（７条２号）
　この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるものであるため。また、個人に関する情報で特定の個
人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。
（７条６号）
　この情報は、他に知られることはないという状況の下に任意
に得られた情報であり、公にすることにより、都民等からの火
災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集活動や
火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事務の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。また、当庁が行う火
災調査事務に関する情報であって、開示することにより、出火
原因を判定するための必要な事項が明らかとなり、火災関係者
等がそれを知っていた場合、出火原因の判定に不可欠な情報や
自己に不利益な情報を隠匿することなどが予想され、火災現場
の状況や関係者の証言等を基に出火原因を判定するという当該
事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あるため。

東京消防庁予防
部調査課
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66 R８.5.22 R８.7.14 火災調査書類（令和８年４月２２日７昭予第２４７号）のうち、火災調査書 2 ● ● ●

（７条２号）
　この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるものであるため。また、個人に関する情報で特定の個
人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。
（７条６号）
　この情報は、他に知られることはないという状況の下に任意
に得られた情報であり、公にすることにより、都民等からの火
災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集活動や
火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事務の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。また、当庁が行う火
災調査事務に関する情報であって、開示することにより、出火
原因を判定するための必要な事項が明らかとなり、火災関係者
等がそれを知っていた場合、出火原因の判定に不可欠な情報や
自己に不利益な情報を隠匿することなどが予想され、火災現場
の状況や関係者の証言等を基に出火原因を判定するという当該
事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あるため。

東京消防庁予防
部調査課

67 R８.7.2 R８.7.14
西新井消防署大師前救急の救急出場（令和８年５月〇日午前〇時〇分覚知）に関する様式第３
５号小隊活動記録票（活動情報）及び様式第３５号の２小隊活動記録票（関係者情報）

2 ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で、特定の個人を識別することができるもの
（他の情報と照合することにより、　特定の個人を識別するこ
とができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別す
ることはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利
益を害するおそれがあるため。

東京消防庁救急
部救急管理課

68 R８.7.2 R８.7.14
城東消防署大島救急の救急出場（令和８年４月〇日午後〇時〇分覚知）に関する様式第３５号
小隊活動記録票（活動情報）及び様式第３５号の２小隊活動記録票（関係者情報）

2 ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で、特定の個人を識別することができるもの
（他の情報と照合することにより、　特定の個人を識別するこ
とができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別す
ることはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利
益を害するおそれがあるため。

東京消防庁救急
部救急管理課

69 R８.6.30 R８.7.16

１　〇（足立区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
⑴ 消防用設備等設置届出書（平成５年３月２４日　西新井消防署予防課第１２３号）
⑵ 消防用設備等着工届届出書（昭和５９年８月８日　西新井消防署予防課受付第７０号）
⑶ 消防用設備等設置届出書（平成１２年６月６日　西新井消防署予防課第２００号）
⑷ 消防用設備等着工届出書（平成１２年５月２２日　西新井消防署予防課第４９号）
⑸ 消防用設備等設置届出書（昭和５８年５月２３日　西新井消防署予防課第１８６号）
２　（足立区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
⑴ 消防用設備等設置届出書（昭和５８年８月８日　西新井消防署予防課第２４４号）
⑵ 防用設備等着工届出書（昭和５８年７月２２日　西新井消防署予防課第６４号）
⑶ 消防用設備等設置届出書（平成１２年９月４日　西新井消防署予防課第２６３号）
⑷ 消防用設備等着工届出書（平成１２年５月２２日　西新井消防署予防課第５０号）
⑸ 消防用設備等設置届出書（昭和５８年８月３１日　西新井消防署予防課第２２８号）

81 ●
東京消防庁
予防部予防課
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70 R８.7.1 R８.7.16
〇（世田谷〇－〇－〇）に係る防火対象物使用開始届出書（令和２年６月２３日　成城消防署
千歳出張所第１２号）の平面図

14 ●
東京消防庁
予防部予防課

71 R８.7.1 R８.7.16
〇（世田谷区〇－〇－〇）に係る建築同意書類調査書（昭和５０年７月４日　成城消防署第３
１０号）の調査書並びに平面図、立面図及び断面図

2 ● ●
（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。

東京消防庁
予防部予防課

72 R８.7.3 R８.7.16
〇（江東区〇－〇－〇）に係る連結送水管の消防用設備等設置届出書に添付されている配管配
線系統図及び平面図

0 ●
当該公文書は届出の事実がなく実施機関で取得していないた
め、存在しない。

東京消防庁
予防部予防課

73 R８.7.3 R８.7.16
〇（板橋区〇－〇）に係る防火対象物使用（変更）届出書その１（平成元年１１月１０日　板
橋消防署予防課第１１８８号）に添付された平面図

6 ● ● ●

（７条２号）
当該公文書の平面図の一部は、特定の個人を識別することはで
きないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害する
おそれがあるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課
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74 R８.7.9 R８.7.16

⑴東京消防庁本部庁舎及び丸の内消防署改築工事基本設計
⑵東京消防庁荏原消防署小山出張所庁舎改築工事基本設計
⑶東京消防庁目黒消防署八雲出張所（仮称）庁舎改築工事基本設計
⑷東京消防庁尾久消防署下尾久出張所庁舎改築工事基本設計
以上４件の金入り内訳書及び特記仕様書

146 ●
東京消防庁
総務部施設課

75 R８.7.9 R８.7.16

⑴四谷消防署合同庁舎（７）シャッター改修工事
⑵王子消防署ほか１か所（７）オーバースライダーその他改修工事
⑶小平消防署（８）内装改修工事
以上３件の金入り内訳書（諸経費計算書含む）

41 ●
東京消防庁
総務部施設課

76 R８.6.24 R８.7.16 練馬区〇－〇－〇の土地に埋設された防火水槽に係る使用貸借契約書等 13 ● ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することが出来るもので
あり、公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれが
あるため。また、公にすることにより、なお個人の権利利益を
害するおそれがあるものであるため。
（７条４号）
公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用され、財産が脅かさ
れるおそれがあるため。

東京消防庁防災
部水利課

77 R８.7.8 R８.7.17

〇（世田谷区〇丁目〇番〇号）に係る、最新の以下の公文書

0 ●
文書であるため、廃棄済みであり、実施機関に存在しない。

東京消防庁予防
部査察課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

78 R８.7.8 R８.7.17

〇（大田区〇丁目〇番〇号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（令和
８年６月２５日８調予（報）第３２２号）(２枚)
⑴　別記様式第１　消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書
⑵　別記様式第２　消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果総括表

2 ●
東京消防庁予防
部査察課

79 R８.7.6 R８.7.17

〇（千代田区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火管理者選任（解任）届出書（令和７年１１月２２日神田消防署）
２　統括防火管理者選任（解任）届出書（令和７年年１１月２２日神田消防署）
３　消防計画作成（変更）届出書（令和７年１１月２２日神田消防署）
４　全体についての消防計画作成（変更）届出書（令和７年１１月２２日神田消防署）

4 ●
東京消防庁予防
部防火管理課

80 R８.7.8 R８.7.21 〇（品川区〇－〇－〇）に係る防火対象物使用開始届出書及び防火対象物工事等計画届出書 0 ●
当該公文書は届出の事実がなく実施機関で取得していないた
め、存在しない。

東京消防庁
予防部予防課

81 R８.7.6 R８.7.21
⑴池袋消防署（８）空調設備改修工事
⑵東京消防庁荏原消防署小山出張所（仮称）庁舎（８）改築空調設備工事
以上２件の金入り内訳書（諸経費計算書含む）

22 ●
東京消防庁
総務部施設課



令和８年度　公文書開示(７月決定分)

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

不
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

不開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

82 R８.7.8 R８.7.21
２０２６年６月〇日〇時ごろ町田市〇丁目のPA連携に関する町田化学小隊の様式４７号PA連携
活動報告

0 ● 当該公文書が、不存在のため
東京消防庁警防
部警防課

83 R８.7.6 R８.7.21 荏原消防団第２分団格納庫（８）基礎及び外構工事 6 ●
東京消防庁防災
部消防団課

84 R８.7.8 R８.7.21 〇（品川区〇－〇－〇）に係る立入検査結果通知書 0 ● 作成の事実がなく、実施機関には存在しない。
東京消防庁予防
部査察課

85 R８.7.10 R８.7.21 〇（世田谷区〇－〇－〇)に係る消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書 0 ● 届出の事実がなく実施機関では取得しておらず、存在しない。
東京消防庁予防
部査察課

86 R８.7.15 R８.7.21 〇（杉並区〇－〇－〇）に係る、令和６年２月１９日に実施した立入検査結果通知書の写し 0 ●
令和６年４月１１日に交付した１年保存の公文書であるため、
廃棄済みであり、実施機関に存在しない。

東京消防庁予防
部査察課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

87 R８.5.29 R８.7.21
火災調査書類（令和７年１２月２４日７新西第９９号）のうち、火災調査書及び出火建物・避
難状況等調査書

4 ● ● ●

（７条２号）
　この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるものであるため。また、個人に関する情報で特定の個
人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。
（７条６号）
　この情報は、他に知られることはないという状況の下に任意
に得られた情報であり、公にすることにより、都民等からの火
災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集活動や
火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事務の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。また、当庁が行う火
災調査事務に関する情報であって、開示することにより、出火
原因を判定するための必要な事項が明らかとなり、火災関係者
等がそれを知っていた場合、出火原因の判定に不可欠な情報や
自己に不利益な情報を隠匿することなどが予想され、火災現場
の状況や関係者の証言等を基に出火原因を判定するという当該
事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あるため。

東京消防庁予防
部調査課

88 R８.6.4 R８.7.21 火災調査書類（令和８年１月２１日７王予第１８１号）のうち、火災調査書 2 ● ● ●

（７条２号）
　この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるものであるため。また、個人に関する情報で特定の個
人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。
（７条６号）
　この情報は、他に知られることはないという状況の下に任意
に得られた情報であり、公にすることにより、都民等からの火
災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集活動や
火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事務の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。

東京消防庁予防
部調査課

89 R８.7.8 R８.7.21
２０２６年６月〇日〇時ごろ町田市〇丁目のPA連携報告書に関する町田化学小隊の様式第４７
号　PA連携活動報告由木救急小隊の様式第３５号　小隊活動記録票（活動情報）

0 ●
救急隊が出場した記録はなく、請求に係る文書は実施機関では
作成していないため、存在しない。

東京消防庁救急
部救急管理課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

90 R８.7.10 R８.7.22
〇(江戸川区〇－〇－〇)に係る以下の公文書
⑴　令和６年以前に届出された消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書
⑵　非常用発電機模擬負荷運転報告書

0 ●

⑴　当該公文書は、令和６年１０月４日に受理した保存期間１
年の公文書であるため、令和８年度に廃棄済みであり、実施機
関に存在しない。
⑵　当該公文書は、届出の事実がなく実施機関に存在しない。

東京消防庁予防
部査察課

91 R８.6.22 R８.7.23

〇（港区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　消防用設備等設置届出書（昭和６３年２月１０日　芝消防署予防課第１４９号）及びその
検査結果書（昭和６３年２月１０日（設）第１４９号）
２　消防用設備等設置届出書（昭和６３年２月１７日　芝消防署予防課第１８１号）
３　消防用設備等設置届出書（昭和６２年１０月２日　芝消防署予防課第１２１９号）及びそ
の検査結果書（昭和６３年２月１０日（設）第１２１９号）

50 ●
東京消防庁
予防部予防課

92 R８.6.22 R８.7.23

〇（港区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　消防用設備等設置届出書（昭和６３年２月１０日　芝消防署予防課第１５０号）及びその
検査結果書（昭和６３年２月１０日（設）第１５０号）
２　消防用設備等設置届出書（昭和６２年２月１０日　芝消防署予防課第１４５号）及びその
検査結果書（昭和６３年２月１０日（設）第１４５号）

53 ● ●

（７条４号）
当該文書の一部の情報は、公にすることにより、犯罪の実行を
容易にするなど、使用者の安全を脅かすおそれがあると認めら
れるため。

東京消防庁
予防部予防課

93 R８.7.7 R８.7.23
〇 ４、５及び６号棟（町田市〇－〇－〇）に係る防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和
６１年２月１４日　町田消防署予防課第４２号）

1 ● ●

（７条４号）
当該公文書に記載されている印影（代表者印及び会社印）は、
この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用される
おそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課
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94 R８.7.8 R８.7.24
〇（千代田区〇－〇－〇）に係る消防用設備等着工届出書（昭和６２年２月２８日　神田消防
署予防課第３８５号）の平面図及び立面図

6 ● ● ●

（７条２号）
当該公文書の一部は、個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるため。
（７条４号）
また、当該情報の情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪
に悪用されるおそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課

95 R８.7.9 R８.7.23

〇（江戸川区〇－〇−〇）に係る以下の公文書
１　消防用設備等着工届出書（平成元年６月６日　江戸川消防署予防課第１０２３号）
２　消防用設備等設置届出書（平成元年１２月４日　江戸川消防署予防課第１０２３号）

83 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、特定の個人を識別することはできないが、公にす
ることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるた
め。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

96 R８.7.9 R８.7.23
〇（東久留米市〇－〇－〇）に係る防火対象物使用（変更）届出書（昭和６３年９月１６日
東久留米消防署予防課第４１７号）の配置図、平面図及び立面図

40 ● ● ●

（７条２号）
当該公文書の一部は、特定の個人を識別することはできない
が、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれ
があるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

97 R８.7.15 R８.7.23
〇（台東区〇－〇－〇）に係る工事整備対象設備等着工届出書（平成２６年１０月２１日　日
本堤消防署予防課第８５号）に添付されている系統図及び平面図

10 ●
東京消防庁
予防部予防課

98 R８.7.13 R８.7.24
〇（千代田〇－〇－〇）に係る防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和４２年９月５日
神田消防署予防課第９８号）及びその検査結果書（昭和４２年９月５日第９８号）

12 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、犯罪の実行を容易に
するなど、使用者の安全を脅かすおそれがあると認められるた
め。

東京消防庁
予防部予防課
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99 R８.7.13 R８.7.24
〇（あきる野市〇－〇－〇）に係る消防用設備等着工届出書（平成３年３月１３日　秋川消防
署秋留台出張所第２９号）の仕様書

8 ●
東京消防庁
予防部予防課

100 R８.7.13 R８.7.24

１　〇（あきる野市〇－〇－〇）に係る消防用設備等設置届出
　書（平成４年１２月２日　秋川消防署秋留台出張所第１４８号）の系統図及び試験結果報告
　書
２　〇（あきる野市〇－〇－〇）に係る消防用設備等着工届出
　書（平成４年８月１７日　秋川消防署秋留台出張所第８８号）の仕様書
３　〇（あきる野市〇－〇－〇）に係る防火対象物使用（変
　更）
　届出書その２（消防用設備等）（平成３年５月８日　秋川消防署秋留台出張所第６７号）の
　系統図及び試験結果報告書

15 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用
されるおそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課

101 R８.7.14 R８.7.28
〇（葛飾区〇－〇－〇）に係る確認申請書に添付されている、第３面及び第４面並びに１階平
面図、２階平面図、立面図、断面図、矩計図、建具表、排煙計算書及び排煙設備一覧

0 ●
当該公文書は届出の事実がなく実施機関で取得していないた
め、存在しない。

東京消防庁
予防部予防課

102 R８.7.8 R８.7.27 令和８年６月〇日に北区〇で発生した火災に係る〇が作成した災害概要 8 ● ● ● ●

（７条２号）
特定の個人を識別することはできないが公にすることにより、
なお、個人権利利益を害するおそれがあるため。また、個人に
関する情報で特定の個人を識別することができるため。
（７条４号）
犯罪の予防、その他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすお
それがあると認められるため。
（７条６号）
他に知られることはないという状況下でなされた供述により得
られた情報であり、公にすることにより、都民等からの消防活
動に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集や火災関係
資料の入手が困難となり、今後の消防活動の適正な遂行に支障
を及ぼすおそれがあるため。

東京消防庁警防
部警防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

103 R８.7.15 R８.7.27 千代田区〇－〇－〇の車道上にある防火水槽（No.16）の構造が分かる図面 2 ●
東京消防庁防災
部水利課

104 R８.7.10 R８.7.27 令和8年度単価決定一覧表 6 ●
東京消防庁防災
部水利課

105 R８.7.10 R８.7.27 北区〇丁目の火災（無線の音声、無線交信記録） 12 ● ● ● ●

（7条2号）
個人に関する情報で、特定の個人を識別することができるため
（7条2号）
特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ
り、個人の権利利益を害するおそれがあるため
（7条5号）
無線交信内容には時機を失しない部隊運用を含む組織的決定に
影響を与える情報であって、公にすることにより率直な無線交
信及び部隊運用を含む組織的決定が不当に損なわれるおそれが
あるもの
（7条6号）
無線運用の内容が明らかとなり、当該業務の適正な執行に支障
をおよぼすおそれがあるため
（無線の音声）
総合指令室室内規第20条別表第7に基づき、保存期間が１年未満
（3日間）の公文書であるため、廃棄済みであり存在しない。

東京消防庁警防
部総合指令室

106 R８.7.10 R８.7.27 北区〇丁目の火災（無線の音声、無線交信記録） 0 ●
対象公文書は、無線交信記録の音声と特定したが、総合指令室
内規第２０条別表第７に基づき、保存期間が１年未満（３日
間）の公文書であるため、廃棄済みであり存在しない。

東京消防庁警防
部総合指令室
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決定区分 （根拠規定）条例７条

107 R８.7.13 R８.7.27
〇（町田市〇－〇）に係る消防計画作成（変更）届出書（平成２８年２月１５日２７町予
（防）第１７５３号）

1 ● ● ●

（７条２号）氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の個人
を識別することができるものであるため。

（７条４号）印影の情報は、偽造等の犯罪に悪用され、財産が
脅かされるおそれがあるため。

東京消防庁予防
部防火管理課

108 R８.6.23 R８.7.28

〇（渋谷区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　消防用設備等設置届出書（平成８年７月　渋谷消防署保管文書　連結送水管）
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置計画届出書（平成２０年５月２日　渋谷消防署予
防課第１５３号）
３　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２０年５月２６日　渋谷消防署予防
課第３３７号）
４　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置計画届出書（平成２７年１０月９日　渋谷消防署
予防課第７６２号）
５　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２８年２月１７日　渋谷消防署予防
課第２６８号）
６　工事整備対象設備等着工届出書（平成２８年１２月１４日　渋谷消防署予防課第９３０
号）の鑑、系統図及び詳細図

79 ●
東京消防庁
予防部予防課

109 R８.6.25 R８.7.28
〇（台東区〇－〇－〇）に係る消防用設備等設置届出書（平成１３年５月２８日　日本堤消防
署予防課第４３号）の平面図

4 ●
東京消防庁
予防部予防課

110 R８.6.25 R８.7.28
〇（台東区〇－〇－〇）に係る消防用設備等設置届出書（平成１３年５月２９日 日本堤
消防署予防課第４８号）の平面図

26 ● ●

（７条４号）
当該公文書の一部は、公にすることにより、建物内部への侵入
や窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の安全を脅か
すおそれがあると認められるため、東京都情報公開条例第７条
第４号に該当する。

東京消防庁
予防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

111 R８.7.14 R８.7.28
〇（品川区〇－〇－〇）に係る工事整備対象設備等着工届出書（平成２９年１１月２４日　品
川消防署東品川出張所第４号）

15 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用
されるおそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課

112 R８.7.22 R８.7.28

〇（西東京市〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　消防用設備等設置届出書（平成１８年７月１０日　西東京消防署予防課第１８－００７８
号）の鑑及び平面図
２　消防用設備等着工届出書（平成１８年４月１０日　西東京消防署予防課受付文書）の鑑、
系統図及び摩擦損失水頭計算書

13 ●
東京消防庁
予防部予防課

113 R８.7.13 R８.7.28
〇（江戸川区〇－〇－〇）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２８年

2 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用
されるおそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課

114 R８.7.21 R８.7.28

⑴東村山消防署（８）車庫南側重量シャッター改修工事
⑵東京消防庁王子消防署庁舎（８）便所内装改修工事
⑶東京消防庁王子消防署庁舎（８）４階防災教室空調設備改修工事
以上３件の金入り内訳書（諸経費計算書含む）

14 ●
東京消防庁
総務部施設課

115 R８.7.21 R８.7.28
⑴品川消防署大﨑出張所（８）エアーコンディショナー新設工事
⑵小石川消防署（８）防災教室空調設備増設工事
以上２件の金入り内訳書

11 ●
東京消防庁
総務部施設課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

116 R８.7.23 R８.7.28

⑴東京消防庁若林単身待機宿舎改築工事基本設計
⑵東京消防庁品川待機宿舎改築工事基本設計
⑶東京消防庁三河島家族待機宿舎改築工事基本設計
以上３件の想定標準設計業務人・時間数及び予定工事費

11 ●
東京消防庁
総務部施設課

117 R８.7.15 R８.7.28
令和８年６月〇日から令和８年７月〇日までの期間において、〇（板橋区〇－〇－〇）に係る
志村消防署と〇との間で作成・授受された立入検査に関する一切の公文書

● 作成及び届出の事実がなく、実施機関には存在しない。
東京消防庁予防
部査察課

118 R８.7.15 R８.7.28

〇(台東区〇－〇－〇)に係る以下の公文書
⑴　立入検査結果通知書(令和８年５月２９日交付)
⑵　消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書(令和６年７月１１日６上予(報)第５１６
号)
⑶　防火対象物現況表(令和８年５月７日作成）

29 ● ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもので
あるため。
（７条３号）
法人に関する情報であって、公にすることにより、当該法人の
競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれる
と認められるものであるため。

東京消防庁予防
部査察課

119 R８.7.15 R８.7.28
〇(台東区〇－〇－〇)に係る立入検査結果通知書(令和８年５月２９日交付)に関する改修報告
書

0 ● 当該公文書は、届出の事実がなく、実施機関には存在しない。
東京消防庁予防
部査察課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

120 R８.7.16 R８.7.28
〇(目黒区〇丁目〇番〇号)に係る消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書(令和７年１
０月２２日７目予(報)第１４１２号)

12 ● ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもので
あるため。
（７条３号）
法人に関する情報であって、公にすることにより、当該法人の
競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれる
と認められるものであるため。

東京消防庁予防
部査察課

121 R８.7.13 R８.7.28
〇（調布市〇－〇）に係る消防計画作成（変更）届出書一式（平成１０年１１月５日調布消防
署予防課（防）第３９２号）

4 ● ● ●

（７条２号）氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の個人
を識別することができるものであるため
（７条４号）印影の情報は、偽造等の犯罪に悪用され、財産が
脅かされるおそれがあるため

東京消防庁予防
部防火管理課

122 R８.6.1 R８.7.28 火災調査書類（令和８年５月１８日８世第１０号）のうち、火災調査書 2 ● ● ●

（７条２号）
　この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるものであるため。また、個人に関する情報で特定の個
人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。
（７条６号）
　この情報は、他に知られることはないという状況の下に任意
に得られた情報であり、公にすることにより、都民等からの火
災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集活動や
火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事務の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。また、当庁が行う火
災調査事務に関する情報であって、開示することにより、出火
原因を判定するための必要な事項が明らかとなり、火災関係者
等がそれを知っていた場合、出火原因の判定に不可欠な情報や
自己に不利益な情報を隠匿することなどが予想され、火災現場
の状況や関係者の証言等を基に出火原因を判定するという当該
事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あるため。

東京消防庁予防
部調査課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

123 R８.6.4 R８.7.28
火災調査書類（令和８年４月２３日７城大第１２２号）のうち、火災調査書、現場見分調査書
及び出火建物・避難状況等調査書

47 ● ● ●

（７条２号）
　この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるものであるため。また、個人に関する情報で特定の個
人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。
（７条６号）
　この情報は、他に知られることはないという状況の下に任意
に得られた情報であり、公にすることにより、都民等からの火
災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集活動や
火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事務の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。また、当庁が行う火
災調査事務に関する情報であって、開示することにより、出火
原因を判定するための必要な事項が明らかとなり、火災関係者
等がそれを知っていた場合、出火原因の判定に不可欠な情報や
自己に不利益な情報を隠匿することなどが予想され、火災現場
の状況や関係者の証言等を基に出火原因を判定するという当該
事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あるため。

東京消防庁予防
部調査課

124 R８.7.6 R８.7.29 小金井市内の〇に存する少量危険物貯蔵取扱所の、少量危険物の貯蔵・取扱届出書 11 1 1 1

(第７条第２号)
記載されている氏名等のうち、一般に公開されていないもの
は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるた
め。
(第７条第４号)
届出者の印影は公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用され
るおそれがあるため。

東京消防庁予防
部危険物課

125 R８.7.15 R８.7.29 野方消防団第４分団本部敷地ほか１か所地質調査 20 ●
東京消防庁防災
部消防団課

126 R８.5.31 R８.7.29
今年の１月〇日に〇にて暴行・過酷行為事件に遭って麻痺症になり、その後も当日発症した傷
病と既病で、２月〇日と４月〇日にも、〇や〇などにより救急呼出しをしました。裁判や捜査
などで参考資料に各日付の消防記録・救急活動記録などを取り寄せたいです。

0 ● ●

当該開示請求に係る公文書が存在しているか否かを答えるだけ
で、東京都情報公開条例第７条第２号に規定する特定の個人を
識別することができる情報を開示することとなるため、同条例
第１０条に基づき、当該公文書の存否を明らかにせず不開示と
する。

東京消防庁総務
部総務課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

127 R８.7.10 R８.7.28
〇（東村山市〇－〇－〇）に係る消防用設等備設置届出書（平成元年６月２０日東村山消防署
予防課第３５５号）に添付されている平面図及び立面図

6 ● ●

（７条４号）
当該公文書の一部は、公にすることにより、犯罪の実行を容易
にするなど、居住者の安全を脅かすおそれがあると認められる
ため、東京都情報公開条例第７条第４号に該当する。

東京消防庁
予防部予防課

128 R８.7.2 R８.7.30
〇（渋谷区〇－〇－〇）に係る防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和５６年１１月２４
日　渋谷消防署予防課第８５０号）に添付されている平面図

2 ● ● ●

（７条２号）
当該公文書の平面図の一部は、特定の個人を識別することはで
きないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害する
おそれがあるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

129 R８.7.2 R８.7.30 〇（渋谷区〇－〇－〇）に係る竣工時の防火対象物使用開始届出書に添付されている立面図 0 ●
当該公文書は届出の事実がなく実施機関で取得していないた
め、存在しない。

東京消防庁
予防部予防課

130 R８.7.9 R８.7.30

〇（府中市〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２５年９月１２日　府中消防署白糸
台出張所第２５号）
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２５年９月１８日　府中消防署白糸
台出張所第２６号）

2 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。
（７条４号）
この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用される
おそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

131 R８.7.13 R８.7.30

〇（世田谷区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和４６年５月１９日　世田谷消防署予防課第１
１６号）の平面図
２　消防用設備等設置届出書（平成９年３月３１日　世田谷消防署予防課第７４８号）の平面
図
３　防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和５２年９月７日　世田谷消防署予防課第１８
０号）の平面図及び系統図

5 ●
東京消防庁
予防部予防課

132 R８.7.13 R８.7.30
〇（世田谷区〇－〇－〇）に係る消防用設備等設置届出書（平成６年１１月２４日　世田谷消
防署予防課第７０２号）の系統図及び平面図

8 ● ●

（７条４号）
当該公文書の平面図の一部は、公にすることにより、犯罪の実
行を容易にするなど、使用者の安全を脅かすおそれがあると認
められるため。

東京消防庁
予防部予防課

133 R８.7.21 R８.7.30

〇（江東区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用開始届出書（令和３年１１月５日　城東消防署予防課第２５５号）
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（令和３年１１月５日　城東消防署予防課
第４６６号）
３　基準の特例等適用申請書（令和３年１０月１１日　城東消防署予防課第１０号）

24 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用
されるおそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課

134 R８.7.21 R８.7.30
〇（地名地番　千代田区〇－〇）に係る消防同意調査書（令和８年４月６日８麹予（同）第４
号　計画変更①）

5 ● ●
（７条２号）
当該公文書の一部は、個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるため。

東京消防庁
予防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

135 R８.7.21 R８.7.30
〇（中央区〇－〇－〇）に係る防火対象物使用開始届出書（令和７年１０月２７日　京橋消防
署予防課第７９２号）

11 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用
されるおそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課

136 R８.7.17 R８.7.30

〇（中央区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　火を使用する設備等の設置（変更）届出書（平成３１年４月２５日　京橋消防署予防課第
３号）
２　電気設備（変更）設置届出書（令和元年８月２０日　京橋消防署予防課第４６号）
３　電気設備（変更）設置届出書（令和元年８月２０日　京橋消防署予防課第４７号）

180 ● ●
（７条４号）
この情報は、公にすることにより、犯罪の実行を容易にするな
ど、使用者の安全を脅かすおそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

137 R８.6.1 R８.7.30 立川消防署管内の消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書合計26棟分 202 ●
東京消防庁予防
部査察課

138 R８.6.1 R８.7.30 立川消防署管内の消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書合計棟13分 106 ● ●

（７条３号）
この情報は、法人に関する情報であって、公にすることによ
り、当該法人等の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な
地位が損なわれると認められるものであるため。

東京消防庁予防
部査察課

139 R８.7.17 R８.7.30
〇（中央区〇丁目〇番〇号）に係る消防用設備等(特殊消防用設備等)点検結果報告書(令和７年
９月１２日７京予(報)第８５０号)

60 ●
東京消防庁予防
部査察課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

140 R８.7.17 R８.7.30
〇（中央区〇－〇－〇）に係る防火対象物点検結果報告書（令和８年６月１６日８京予（対）
第４９８号）

11 ● ●

（７条３号）
法人に関する情報であって、公にすることにより、当該法人の
競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれる
と認められるものであるため、条例第７条第３号に該当する。

東京消防庁予防
部査察課

141 R８.6.17 R８.7.30 火災調査書類（令和８年５月２９日７荏小第３５号）のうち、火災調査書及び出火原因判定書 4 ● ● ●

（７条２号）
　この情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるものであるため。また、個人に関する情報で特定の個
人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。
（７条６号）
　この情報は、他に知られることはないという状況の下に任意
に得られた情報であり、公にすることにより、都民等からの火
災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収集活動や
火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事務の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。また、当庁が行う火
災調査事務に関する情報であって、開示することにより、出火
原因を判定するための必要な事項が明らかとなり、火災関係者
等がそれを知っていた場合、出火原因の判定に不可欠な情報や
自己に不利益な情報を隠匿することなどが予想され、火災現場
の状況や関係者の証言等を基に出火原因を判定するという当該
事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あるため。

東京消防庁予防
部調査課

142 R８.7.15 R８.7.31

〇（世田谷区〇－〇－〇）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成６年５月１６日　世田谷消防署予防課第１２
１号）の平面図
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２４年２月１３日　世田谷消防署予
防課第７７６号）の平面図
３　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２４年２月１５日　世田谷消防署予
防課第７８９号）の平面図
４　工事設備対象設備等着工届出書（平成２４年４月５日　世田谷消防署予防課第４号）の平
面図
５　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置計画届出書（平成２４年２月１３日　世田谷消防
署予防課第３９２号）の平面図

13 ● ● ●

（７条２号）
この情報は、特定の個人を識別することはできないが、公にす
ることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるた
め。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、建物内部への侵入や
窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、使用者の安全を脅かす
おそれがあると認められるため。

東京消防庁
予防部予防課

143 R８.7.15 R８.7.31
〇（町田市〇－〇）に係る防火対象物使用開始届出書（令和７年５月１９日７町忠（使）第２
号）及びその調査書

4 ● ●
（７条２号）
当該公文書の一部は、個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるため。

東京消防庁
予防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

144 R８.7.15 R８.7.31

〇（町田市〇－〇）の「○」係る以下の文書
１　防火対象物使用開始届出書（令和７年５月１９日７町忠（使）第２号）の検査結果書
２　火を使用する設備等の設置届出書
３　事前相談記録表

0 ●

１は、当該届出書に係る検査を省略しているため、存在しな
い。
２は、届出の事実がなく実施機関で取得していないため、存在
しない。
３は、相談した事実がなく、実施機関で取得及び作成していな
いため、存在しない。

東京消防庁
予防部予防課

145 R８.7.16 R８.7.31
〇（新宿区〇－〇−〇）に係る防火対象物使用開始届出（令和５年９月２６日　新宿消防署予防
課第５７５号）の鑑

1 ●
東京消防庁
予防部予防課

146 R８.7.16 R８.7.31
〇（日野市〇－〇）に係る防火対象物使用（変更）届出書その１（平成元年５月２９日　日野
消防署予防課第５４３号）の断面図、平面図及び立面図

37 ● ●

（７条２号）
当該公文書の一部は、個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるため。
（７条４号）
また、この情報は、公にすることにより、偽造等の犯罪に悪用
されるおそれがあるため。

東京消防庁
予防部予防課

147 R８.7.21 R８.7.31

新宿消防団第１分団本部ほか１か所新築工事設計
世田谷消防団第１５分団本部ほか１か所新築工事設計
本田消防団第１分団本部ほか１か所新築工事設計
西新井消防団第１分団本部ほか１か所新築工事設計

8 ●
東京消防庁防災
部消防団課

148 R８.7.17 R８.7.31

令和８年７月〇日午後〇時〇分覚知における、渋谷消防署富ヶ谷救急、航空隊Ｈ４ゆりかもめ
及び麻布消防署麻布救急の救急出場に関する、
様式第３４号複数隊出場事案記録票、様式第３５号小隊活動記録票（活動情報）、
様式第３５号の２小隊活動記録票（関係者情報）、様式第３６号傷病者記録票（基本情報）、
様式第３６号の２傷病者記録票（観察処置情報）、
様式第３６号の３傷病者記録票（病院選定情報）及び様式第３６号の４傷病者記録票（指示助
言等情報）

14 ● ●

（７条２号）
個人に関する情報で、特定の個人を識別することができるもの
（他の情報と照合することにより、　特定の個人を識別するこ
とができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別す
ることはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利
益を害するおそれがあるため。

東京消防庁救急
部救急管理課


